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○こども基本法

（地方公共団体の責務）

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、こども施策に関し、国及び他の地方公共団体との連携を図

りつつ、その区域内におけるこどもの状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（都道府県こども計画等）

第十条 都道府県は、こども大綱を勘案して、当該都道府県におけるこども施策についての計画（以下この

条において「都道府県こども計画」という。）を定めるよう努めるものとする。

２ 市町村は、こども大綱（都道府県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都道府県こども

計画）を勘案して、当該市町村におけるこども施策についての計画（以下この条において「市町村こども

計画」という。）を定めるよう努めるものとする。

３ 都道府県又は市町村は、都道府県こども計画又は市町村こども計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。

４ 都道府県こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第一項に規定する都道府県子ども・若者計

画、子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第一項に規定する都道府県計画その他法令の規定により

都道府県が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものとして作成すること

ができる。

５ 市町村こども計画は、子ども・若者育成支援推進法第九条第二項に規定する市町村子ども・若者計画、

子どもの貧困対策の推進に関する法律第九条第二項に規定する市町村計画その他法令の規定により市町村

が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるものと一体のものとして作成することができる。
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○大阪府子ども施策審議会条例

(設置)
第一条 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律(平成十八年法律第七十
七号。以下「法」という。)第二十五条に規定する審議会その他の合議制の機関として、大阪府子ども施策
審議会(以下「審議会」という。)を置く。

(所掌事務)
第二条 審議会は、法第二十五条に規定する事項について調査審議するほか、次に掲げる事項について調
査審議する。
一 子ども・子育て支援法(平成二十四年法律第六十五号)第六十二条第五項に規定する事項並びに同法第七
十二条第四項第二号に規定する子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な
事項及び当該施策の実施状況
二 大阪府子ども条例(平成十九年大阪府条例第五号)第十条第二項(同条第四項において準用する場合を含
む。)に規定する事項及び同条例第一条に規定する子ども施策(大阪府子どもを虐待から守る条例(平成二十
二年大阪府条例第百五号)第四条第一項に規定する虐待防止施策を含む。)の総合的かつ計画的な推進につい
ての重要事項

(組織)
第三条 審議会は、委員二十人以内で組織する。
2 委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。
3 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

(専門委員)
第四条 審議会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門委員若干人を置くことがで
きる。
2 専門委員は、知事が任命する。
3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。

(会長)
第五条 審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。
2 会長は、会務を総理する。
3 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。
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(会議)
第六条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。
2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。
3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

(部会)
第七条 審議会に、必要に応じて部会を置くことができる。
2 部会に属する委員及び専門委員は、会長が指名する。
3 部会に部会長を置き、会長が指名する委員又は専門委員がこれに当たる。
4 部会長は、部会の会務を掌理し、部会における審議の状況及び結果を審議会に報告する。

5 前条の規定にかかわらず、審議会は、その定めるところにより、部会の決議をもって審議会の決議とす
ることができる。

(報酬)
第八条 審議会の委員及び専門委員(以下「委員等」という。)の報酬の額は、日額九千八百円とする。
2 前項の報酬は、出席日数に応じて、その都度支給する。

(費用弁償)
第九条 委員等の費用弁償の額は、職員の旅費に関する条例(昭和四十年大阪府条例第三十七号)による指定
職等の職務にある者以外の者の額相当額とする。
2 前項の費用弁償の支給についての路程は、住所地の市町村から起算する。

(支給方法)
第十条 委員等の報酬及び費用弁償の支給方法に関し、この条例に定めがない事項については、常勤の職
員の例による。

(委任)
第十一条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、知事が定める。
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○大阪府子ども施策審議会規則

(趣旨)

第一条 この規則は、大阪府附属機関条例(昭和二十七年大阪府条例第三十九号)第六条の規定に基づき、大

阪府子ども施策審議会(以下「審議会」という。)の組織、委員及び専門委員(以下「委員等」という。)の報

酬及び費用弁償の額その他審議会に関し必要な事項を定めるものとする。

(職務)

第二条 審議会は、知事の諮問に応じて、大阪府附属機関条例別表第一第一号に掲げる当該担任事務につい

て調査審議し、意見を述べるものとする。

(組織)

第三条 審議会は、委員二十人以内で組織する。

2 委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。

3 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

(専門委員)

第四条 審議会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門委員若干人を置くことができ

る。

2 専門委員は、知事が任命する。

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。

(会長)

第五条 審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。

2 会長は、会務を総理する。

3 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。
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(会議)

第六条 審議会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。

2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

(部会)

第七条 審議会に、必要に応じて部会を置くことができる。

2 部会に属する委員等は、会長が指名する。

3 部会に部会長を置き、会長が指名する委員がこれに当たる。

4 部会長は、部会の会務を掌理し、部会における審議の状況及び結果を審議会に報告する。

5 前条の規定にかかわらず、審議会は、その定めるところにより、部会の決議をもって審議会の決議とす

ることができる。

(報酬)

第八条 委員等の報酬の額は、日額九千六百円とする。

(費用弁償)

第九条 委員等の費用弁償の額は、職員の旅費に関する条例(昭和四十年大阪府条例第三十七号)による指定

職等の職務にある者以外の者の額相当額とする。

(庶務)

第十条 審議会の庶務は、福祉部において行う。

(委任)

第十一条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。
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○大阪府子ども条例（抜粋）

（目的）

第一条 この条例は、子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えることに関し、基本理念を定め、府、保護者、

学校等、事業者及び府民の責務を明らかにするとともに、府の施策について必要な事項を定めることにより、

子どもの尊厳を守り、健やかな成長を支えることに関する施策（以下「子ども施策」という。）を総合的か

つ計画的に推進し、もってすべての子どもが社会全体で見守られながら、健やかに成長することができる社

会の実現に資することを目的とする。

（計画の策定等）

第十条 知事は、次に掲げる事項を定めた子ども施策を総合的かつ計画的に推進するための計画を策定するも

のとする。

一 総合的かつ長期的に講ずべき子ども施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、子ども施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

２ 知事は、前項の計画を策定するに当たっては、あらかじめ、大阪府子ども施策審議会の意見を聴くととも

に、子どもを含めた府民の意見を反映させるための適切な措置を講ずるものとする。
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○大阪府子どもを虐待から守る条例（抜粋）

（目的）

第一条 この条例は、子どもを虐待から守ることについて、基本理念を定め、府の責務を明らかにすると

ともに、子どもを虐 待から守ることに関する施策の基本となる事項を定めることにより、市町村や府民、

保護者等とともに、当該施策を総合的かつ計画的に推進し、もって子どもの人権が尊重され、かつ、子ど

もが健やかに成長することができる社会の実現に寄与することを目的とする。

（府の責務）

第四条 府は、前条に定める基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、子どもを虐待から守ること

に関する施策(以下「虐待防止施策」という。)を策定し、これを実施しなければならない。

（基本計画）

第八条 知事は、虐待防止施策を総合的かつ計画的に推進するため、大阪府子ども条例(平成十九年大阪府条

例第五号)第十条第一項に基づき策定する計画に、次に掲げる事項を盛り込まなければならない。

一 子どもを虐待から守ることに関する目標及び虐待防止施策についての基本的な方針

二 前号に掲げるもののほか、虐待防止施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
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○大阪府青少年健全育成条例（抜粋）

（目的）

第一条 この条例は、青少年の健全な育成に関する基本理念を明らかにするとともに、府の基本施策を定めてこれ

を推進し、青少年を取り巻く社会環境を整備し、及び青少年をその健全な成長を阻害する行為から保護し、もっ

て青少年の健全な育成を図ることを目的とする。

（府の責務）

第四条 府は、青少年の自主性を尊重し、及び市町村と連絡調整を緊密に行いつつ、青少年の健全な育成に関する

総合的な施策を策定し、及びこれを実施するものとする。

2 （略）

(府の基本施策等)

第八条 府は、第一条の目的を達成するため、次に掲げる事項に関する施策を実施するものとする。

一 青少年が互いに友情や連帯を深めるようスポーツ、文化及び社会参加の活動を促すこと。

二 青少年が諸外国の青少年と友好を深め、その視野を広げるよう国際交流を盛んにすること。

三 青少年が健やかに育つよう心の通った地域社会づくりを進めること。

四 青少年が愛情をもってはぐくまれ、豊かな心を養うようあたたかな家庭づくりを助けること。

五 青少年が自然と親しむ場や身近に集う場を整備し、その活用を図ること。

六 青少年が情報社会において自律性や自主性をもって対応できるようにするための取組を推し進めるこ

と。

七 青少年の健やかな成長にふさわしい環境をつくり、青少年の非行を未然に防ぐための活動を推し進めること。

八 青少年の規範意識を醸成するための取組を推し進めること。

2 知事は、前項の施策の実施についての総合的な計画を策定しなければならない。 9



○子ども・子育て支援法（抜粋）

（目的）

第一条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化に鑑み、

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）その他の子どもに関する法律による施策と相まって、子ど

も・子育て支援給付その他の子ども及び子どもを養育している者に必要な支援を行い、もって一人一人の

子どもが健やかに成長することができる社会の実現に寄与することを目的とする。

（都道府県子ども・子育て支援事業支援計画）

第六十二条 都道府県は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事

業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「都道府県子ども・子

育て支援事業支援計画」という。）を定めるものとする。

２ 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 都道府県が当該都道府県内の市町村が定める教育・保育提供区域を勘案して定める区域ごとの当該区

域における各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数（第十九条第一項各号に掲げる小学校

就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数とする。）その他の教育・保育の量の見込み並びに実施し

ようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期

二 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確

保の内容

三 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保を図るために必要な市町村との連携に関する事項

四 特定教育・保育及び特定地域型保育を行う者並びに地域子ども・子育て支援事業に従事する者の確保

及び資質の向上のために講ずる措置に関する事項
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五 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児に対して行われる

保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに関する専門的な知識及び技術を要す

る支援に関する施策の実施に関する事項

六 前号の施策の円滑な実施を図るために必要な市町村との連携に関する事項

３ 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項

について定めるよう努めるものとする。

一 市町村の区域を超えた広域的な見地から行う調整に関する事項

二 教育・保育情報の公表に関する事項

三 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施

策との連携に関する事項

４ 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画は、社会福祉法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計

画、教育基本法第十七条第二項の規定により都道府県が定める教育振興基本計画その他の法律の規定によ

る計画であって子どもの福祉又は教育に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならな

い。

５ 都道府県は、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画を定め、又は変更しようとするときは、第七十

二条第四項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合に

あっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。

６ 都道府県は、都道府県子ども・子育て支援事業支援計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を内閣総理大臣に提出しなければならない。
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（市町村等における合議制の機関）

第七十七条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他

の合議制の機関を置くよう努めるものとする。

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項を処理するこ

と。

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第二項に規定する事項を処理するこ

と。

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を処理すること。

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な

事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地域の子ども及び子育

て家庭の実情を十分に踏まえなければならない。

３ 前二項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村

の条例で定める。

４ 都道府県は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議

制の機関を置くよう努めるものとする。

一 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に関し、第六十二条第五項に規定する事項を処理

すること。

二 当該都道府県における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要

な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。

５ 第二項及び第三項の規定は、前項の規定により都道府県に合議制の機関が置かれた場合に準用す

る。 12



○子ども・若者育成支援推進法（抜粋）

（目的）

第一条 この法律は、子ども・若者が次代の社会を担い、その健やかな成長が我が国社会の発展の基礎をな

すものであることにかんがみ、日本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念にのっとり、子ども・若者

をめぐる環境が悪化し、社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者の問題が深刻な状況にあ

ることを踏まえ、子ども・若者の健やかな育成、子ども・若者が社会生活を円滑に営むことができるよう

にするための支援その他の取組（以下「子ども・若者育成支援」という。）について、その基本理念、国

及び地方公共団体の責務並びに施策の基本となる事項を定めるとともに、子ども・若者育成支援推進本部

を設置すること等により、他の関係法律による施策と相まって、総合的な子ども・若者育成支援のための

施策（以下「子ども・若者育成支援施策」という。）を推進することを目的とする。

（都道府県子ども・若者計画等）

第九条 都道府県は、子ども・若者育成支援推進大綱を勘案して、当該都道府県の区域内における子ども・

若者育成支援についての計画（以下この条において「都道府県子ども・若者計画」という。）を定める

よう努めるものとする。

２～３ （略）
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○次世代育成支援対策推進法（抜粋）

（目的）

第一条 この法律は、我が国における急速な少子化の進行並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化にかん

がみ、次世代育成支援対策に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業主及び国民の責務を

明らかにするとともに、行動計画策定指針並びに地方公共団体及び事業主の行動計画の策定その他の次世

代育成支援対策を推進するために必要な事項を定めることにより、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的

に推進し、もって次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会の形成に資すること

を目的とする。

（都道府県行動計画）

第九条 都道府県は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該都道府県の事務及び事業に関し、五年

を一期として、地域における子育ての支援、保護を要する子どもの養育環境の整備、母性並びに乳児及び

幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家

庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育

成支援対策の実施に関する計画（以下「都道府県行動計画」という。）を策定することができる。

２ 都道府県行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 次世代育成支援対策の実施により達成しようとする目標

二 実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期

三 次世代育成支援対策を実施する市町村を支援するための措置の内容及びその実施時期

３～８ （略）
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